
�．総 務

１．機 構

平成１６年度末における機構は次のとおりである。

研究企画科 企画推進班
研究調整係、研究推進係

研究交流科
企 画 調 整 部 研究情報システム科

情報資料課
管理係、広報係

業務科

庶務課 庶務班
総 務 部 庶務係、文書係、厚生係

労務班
人事係、職員係

会計課 経理班
予算係、支出係、審査係

用度班
検収管理係、契約係、施設管理係

気象研究グループ
気候資源ユニット、生態系影響ユニット、大気保全ユニット

生態システム研究グループ
地 球 環 境 部 環境計測ユニット、環境統計ユニット、物質循環ユニット、

生態管理ユニツト、リモートセンシングユニット
温室効果ガスチーム
食料生産予測チーム
フラックス変動評価チーム

植生研究グループ
植生生態ユニット、景観生態ユニット、化学生態ユニット

理事長 理 事 生物環境安全部 昆虫研究グループ
導入昆虫影響ユニット、個体群動態ユニット、昆虫生態ユニット

微生物・小動物研究グループ
微生物生態ユニット、微生物機能ユニット、
線虫・小動物ユニット

監 事 組換え体チーム

有機化学物質研究グループ
化 学 環 境 部 農薬動態評価ユニット、農薬影響軽減ユニット、

土壌微生物利用ユニット
重金属研究グループ
重金属動態ユニット、土壌化学ユニット、土壌生化学ユニット

栄養塩類研究グループ
土壌物理ユニット、養分動態ユニット、水動態ユニット、
水質保全ユニット

ダイオキシンチーム

インベントリー研究官
農業環境 土壌分類研究室
インベントリーセンター 昆虫分類研究室

微生物分類研究室

環境化学分析センター 環境化学物質分析研究室
放射性同位体分析研究室
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２．人 事
� 定 員

平成１６年度末各部定員は、次のとおりである。 （１７�３�３１現在）

１）役 員

２）職 員

� 人事異動（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

役 職 名 常 勤 非 常 勤 計

理 事 長 １ １

理 事 １ １

監 事 １ １ ２

合 計 ３ １ ４

部 別
定 員

一 般 職 員 技術専門職員 研 究 職 員 計

企 画 調 整 部 １０ １３ ８ ３１

総 務 部 ２８ １ ２９

地 球 環 境 部 ３８ ３８

生 物 環 境 安 全 部 ３３ ３３

化 学 環 境 部 ４３ ４３

農業環境インベントリーセンター １２ １２

環 境 化 学 分 析 セ ン タ ー ８ ８

合 計 ３８ １４ １４２ １９４

（採 用）

年月日 氏 名 新 所 属

１６�４�１ 駒村美佐子 農業環境インベントリーセンター 再任用

１６�４�１ 田端 純 企画調整部研究企画科 新規採用

１６�４�１ 佐藤真由美 総務部庶務課（庶務班庶務係） 新規採用

１６�４�１ 間野 正美 地球環境部（フラックス変動評価チーム）（任期 平
成十九年三月三十一日まで）

選考採用（任期付研究員）

１６�４�１ 楠本 良延 生物環境安全部（植生研究グループ景観生態ユニット）
（任期 平成十九年三月三十一日まで）

選考採用（任期付研究員）

１６�４�１ 前島 勇治 化学環境部（重金属研究グループ土壌化学ユニット）
（任期 平成十九年三月三十一日まで）

選考採用（任期付研究員）

（転 入）

年月日 氏 名 新 所 属 旧 所 属

１６�４�１ 稲生 圭哉 企画調整部主任研究官（研究企画科） 農薬検査所検査部農薬環境検査課大気検査係長

１６�４�１ 中岩 祐美 企画調整部情報資料課管理係長 農業工学研究所企画調整部情報資料課管理係長

１６�４�１ 柴田 明子 企画調整部研究企画科（企画推進班研究調整係） 農林水産技術会議事務局筑波事務所総務課（用度係）

１６�４�１ 嶋田 博顯 総務部会計課長 農林水産技術会議事務局先端産業技術研究課課長補佐
（総務班担当）

１６�４�１ 野宮 勝彦 総務部会計課課長補佐（経理班担当） 農業・生物系特定産業技術研究機構東北農業研究センタ
ー総務部福島総務分室長

１６�４�１ 西村千津子 総務部会計課専門職（経理班支出係） 農林水産技術会議事務局筑波事務所厚生課共済福祉係主任
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年月日 氏 名 新 所 属 旧 所 属

１６�４�１ 岡田 浩明 生物環境安全部主任研究官（微生物・小動物研究グル
ープ線虫・小動物ユニット）

農業・生物系特定産業技術研究機構東北農業研究センタ
ー畑地利用部主任研究官（畑病虫害研究室）

１６�１０�１ 飯野 宏幸 企画調整部業務科 農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究セ
ンター企画調整部（業務第２科）

１６�１０�１ 上田 義治 農業環境インベントリーセンターインベントリー研究
官

農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究セ
ンター農業情報研究部専門領域研究官

１６�１０�１ 小板橋基夫 農業環境インベントリーセンター主任研究官（微生物
分類研究室）

農業・生物系特定産業技術研究機構九州沖縄農業研究セ
ンター野菜花き研究部主任研究官（野菜花き保護研究チ
ーム）

１６�１０�１ 野口 雅子 生物環境安全部（微生物・小動物研究グループ微生物
機能ユニット）

農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究セ
ンター北陸水田利用部研究員（病害研究室）

１６�１０�１６ 大山 道弘 総務部会計課長 農林水産技術会議事務局研究開発課課長補佐（総務班担
当）

１６�１１�１ 阿部 薫 化学環境部重金属研究グループ研究リーダー（土壌生
化学ユニット）

農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究セ
ンター関東東海総合研究部主任研究官（総合研究第３チ
ーム）

（転 出）

年月日 氏 名 新 所 属 旧 所 属

１６�４�１ 道下 � 農業・生物系特定産業技術研究機構統括部会計監査室長 総務部会計課長

１６�４�１ 中谷 敬子 農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究セ
ンター企画調整部連絡調整室室長補佐（交流班担当）

企画調整部主任研究官（研究交流科）

１６�４�１ 吉田 睦浩 農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究
センター虫害防除部主任研究官（線虫害研究室）

生物環境安全部主任研究官（微生物・小動物研究グルー
プ線虫・小動物ユニット）

１６�４�１ 増田 昇利 農業・生物系特定産業技術研究機構作物研究所総務課
庶務係長

総務部庶務課庶務班厚生係長

１６�４�１ 月星 隆雄 農業・生物系特定産業技術研究機構花き研究所生産利
用部病害制御研究室長

農業環境インベントリーセンター主任研究官（微生物分
類研究室）

１６�４�１ 青木 隆之 農業・生物系特定産業技術研究機構近畿中国四国農業
研究センター企画調整部情報資料課専門職（司書）

企画調整部情報資料課管理係長

１６�４�１ 山根 理愛 農業・生物系特定産業技術研究機構九州沖縄農業研究
センター企画調整部情報資料課（管理係）

総務部会計課（経理班支出係）

１６�４�１ 鈴木まゆみ 農業生物資源研究所総務部庶務課専門職（庶務第２係） 総務部会計課専門職（用度班契約係）

１６�４�１ 渡辺 薫 国際農林水産業研究センター総務部庶務課専門職（労
務・人事）

総務部会計課課長補佐（経理班担当）

１６�４�１ 高橋 正史 国際農林水産業研究センター沖縄支所業務科 企画調整部業務科

１６�１０�１ 又川 速雄 農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究
センター企画調整部（業務第２科）

企画調整部業務科

１６�１０�１ �橋 真実 農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究
センター北陸水田利用部主任研究官（病害研究室）

生物環境安全部主任研究官（微生物・小動物研究グルー
プ微生物機能ユニット）

１６�１０�１６ 嶋田 博顯 農業・生物系特定産業技術研究機構近畿中国四国農業
研究センター庶務課長

総務部会計課長

（併 任）

年月日 氏 名 併 任 先 本 所 属

１６�７�１６ 大倉 利明 農林水産省農林水産技術会議事務局研究調査官 農業環境インベントリーセンター主任研究官（土壌分類
研究室）

農業環境技術研究所年報 平成１６年度１２８



� 受賞・表彰

日本土壌肥料学会賞（平成１６年４月２日）

藤井 義晴

「他感作用の検定法の開発と他感作用候補物質の同定」

日本土壌肥料学会奨励賞（平成１６年４月２日）

山口 紀子

「配位子とイオンの相互作用が土壌中の化学反応に及ぼす影響」

日本沙漠学会進歩賞（平成１６年５月１８日）

杜 明遠

「タクラマカン沙漠を中心とする中国乾燥地の気候と人間活動に関する研究」

日本進化学会教育啓蒙賞（平成１６年８月５日）

三中 信宏

「１０年にわたるEvolve-Ml の見事な運営」

環境科学会論文賞（平成１６年９月３０日）

林 健太郎

「酸性沈着による森林衰退の可能性に関する地域スクリーニング手法の開発－BC/A1比を指標とした南関

東におけるケーススタデイ－」

植物調節剤功労者表彰（平成１６年１２月１０日）

上路 雅子（企画調整部）

「環境中における除草剤の動態解明に関する研究」ほか

日本作物学会論文賞（平成１７年３月３０日）

井上 吉雄

Plant Production Science ６巻１号に掲載された総説

「Synergy of Remote Sensing and Modeling for Estimating Ecophysiological Processes in Plant Production」

（退 職）

年月日 氏 名 旧 所 属

１６�７�１５ 林 陽生 退職（勧奨） 地球環境部長

１７�３�３１ 上路 雅子 退職（勧奨） 企画調整部長

１７�３�３１ 西山 幸司 定年 生物環境安全部微生物・小動物研究グループ微生物評価
研究官

１７�３�３１ 竹内 誠 定年 化学環境部栄養塩類研究グループ研究リーダー（水質保
全ユニット）

１７�３�３１ 織田 久男 定年 化学環境部重金属研究グループ研究リーダー（重金属動
態ユニット）

１７�３�３１ 原田 直國 定年 生物環境安全部主任研究官（植生研究グループ植生生態
ユニット）
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平成１６年度 永年勤続者表彰（平成１６年４月１日）

（３０年以上）

杉江 元（生物環境安全部昆虫研究グループ）

小野 信一（化学環境部重金属研究グループ）

坂西 研二（化学環境部栄養塩類研究グループ）

（２０年以上）

新関 幸子（企画調整部情報資料課）

國府田真紀（総務部庶務課）

野内 勇（地球環境部気象研究グループ）

宮田 明（地球環境部フラックス変動評価チーム）

澤田 宏之（生物環境安全部微生物・小動物研究グループ）

安田 耕司（農業環境インベントリーセンター）

小原 洋（ 〃 ）

平成１６年度 功績者表彰（平成１７年３月３１日）

岡 三�（生物環境安全部）

農業環境技術研究所年報 平成１６年度１３０



３．会 計

� 財務諸表

貸借対照表

（平成１７年３月３１日）

（単位：円）

資産の部
	 流動資産

現金及び預金 １
０４５
３４８
２０２
前渡金 １
２５０
０００
未収収益 ２２０
７７３
未収金 ５５
８３５
流動資産合計 １
０４６
８７４
８１０

� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 ７
９７９
３２６
７７９
減価償却累計額 ７７２
２３５
３０９ ７
２０７
０９１
４７０

構築物 １
５３５
０８５
８３９
減価償却累計額 １０８
７２８
４９６ １
４２６
３５７
３４３

車両運搬具 １５
０４５
４６６
減価償却累計額 ７
３４４
３６５ ７
７０１
１０１

工具器具備品 ２
８４５
４１９
５０２
減価償却累計額 １
５８９
７１０
７８３ １
２５５
７０８
７１９

土地 ２５
２００
０００
０００
その他の有形固定資産 ９８
０６３
５４７
有形固定資産合計 ３５
１９４
９２２
１８０

２ 無形固定資産
ソフトウェア ４０
３２６
４１７
電話加入権 ２
１５３
１００
工業所有権仮勘定 １
７３７
６７１
無形固定資産合計 ４４
２１７
１８８

３ 投資その他の資産
預託金 ２
１５３
０００
投資その他の資産合計 ２
１５３
０００
固定資産合計 ３５
２４１
２９２
３６８
資産合計 ３６
２８８
１６７
１７８

負債の部
	 流動負債

運営費交付金債務 ２６７
１３７
８８４
リース債務 ２８
９９６
５２２
研究業務未払金 ３３
４９０
１５９
未払金 １８４
７４１
１１４
未払費用 １０５
２７９
５８９
未払消費税 １９１
０００
預り金 １１
０４４
９６０
その他の流動負債 ８５
６３７
流動負債合計 ６３０
９６６
８６５

� 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 ６０６
７１８
８９５
資産見返寄付金 ５
８１０
７９８
資産見返物品受贈額 ３５２
３１３
０８４
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 １
７３７
６７１ ９６６
５８０
４４８

リ－ス債務 ３１
５６６
３０８
固定負債合計 ９９８
１４６
７５６
負債合計 １
６２９
１１３
６２１

資本の部
	 資本金

政府出資金 ３４
３５３
２６９
５２４
資本金合計 ３４
３５３
２６９
５２４

� 資本剰余金
資本剰余金 １
３２５
９４９
１００
損益外減価償却累計額 －１
５４０
８５２
５４８
損益外固定資産除売却差額 －１４４
７５２
６３７
資本剰余金合計 －３５９
６５６
０８５

� 利益剰余金
積立金 ６６２
７２１
８９５
当期未処分利益 ２
７１８
２２３
（うち当期総利益） （ ２
７１８
２２３）
利益剰余金合計 ６６５
４４０
１１８
資本合計 ３４
６５９
０５３
５５７
負債資本合計 ３６
２８８
１６７
１７８

�．総 務 １３１



損益計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

（単位：円）

経常費用

研究業務費

給与、賞与及び諸手当 １
３９５
５１１
６４２
法定福利費・福利厚生費 １５６
１２７
８１０
退職金 １９７
３９７
９７７
その他人件費 １５６
００８
１３５
外部委託費 ４５９
８４０
８１０
研究材料費 ８８
４２０
７７０
支払リース料 １
０６７
２２０
賃借料 ５
３４３
３０５
減価償却費 ２４７
５３８
０１０
保守・修繕費 ３５１
４４２
５４６
水道光熱費 ２１８
００８
６７９
旅費交通費 ９３
０１９
７３０
消耗品費 ２４２
７２５
７９３
備品費 ７６
５２６
４９２
諸謝金 １
５０６
０２０
支払手数料 ８７５
０７４
図書印刷費 １１９
５１３
２６４
その他業務経費 ２８
２３６
３０６ ３
８３９
１０９
５８３

一般管理費

役員報酬 ４１
００５
７０４
給与、賞与及び諸手当 １８０
５３０
０４９
法定福利費・福利厚生費 ３０
１２８
４６７
退職金 ２３
７１５
０００
その他人件費 １６
８０８
９９５
賃借料 ３
０７０
７３３
減価償却費 ５
６９９
１２０
保守・修繕費 ５５
４８１
８５０
水道光熱費 １１
５５１
２０２
旅費交通費 ２
６８０
２３９
消耗品費 １０
４２４
２６０
備品費 ５
６６７
９４２
諸謝金 ６
６５９
０００
支払手数料 １
９８１
２７９
その他管理経費 １１
１４３
９９７ ４０６
５４７
８３７

財務費用

支払利息 ９５３
３８９ ９５３
３８９
経常費用合計 ４
２４６
６１０
８０９

経常収益

運営費交付金収益 ３
１５７
９６４
７１６
事業収益

その他事業収入 ８１１
６７２ ８１１
６７２
受託収入

政府受託収入 ８７１
０３６
０００
その他受託収入 ５０
０８７
３３９ ９２１
１２３
３３９

資産見返負債戻入 １６９
２０６
１０５
財務収益

受取利息 ３０
８８３ ３０
８８３
雑益 １９２
３１７
経常収益合計 ４
２４９
３２９
０３２
経常利益 ２
７１８
２２３

臨時損失

固定資産除却損 ２５
０２２
４４２ ２５
０２２
４４２
臨時利益

資産見返負債戻入 ２５
０２２
４４２ ２５
０２２
４４２
当期純利益 ２
７１８
２２３
当期総利益 ２
７１８
２２３

農業環境技術研究所年報 平成１６年度１３２



キャッシュ・フロー計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
（単位：円）

	 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －１
６９０
８２３
１９６
人件費支出 －２
１３１
２５４
６７１
その他の業務支出 －１０８
１６９
２００
運営費交付金収入 ３
２６４
１１１
０００
受託収入 ９２１
１０４
６１９
その他業務収入 １
６１４
９０４
小計 ２５６
５８３
４５６

利息の受取額 ３０
８８７
利息の支払額 －９５３
３８９

業務活動によるキャッシュ・フロー ２５５
６６０
９５４

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 －３２５
２６７
７１９
無形固定資産の取得による支出 －８
４１２
１０９
施設費による収入 １０５
９２７
０００

投資活動によるキャッシュ・フロー －２２７
７５２
８２８

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 －２７
８９０
５５５
財務活動によるキャッシュ・フロー －２７
８９０
５５５

 資金増加額 １７
５７１
� 資金期首残高 １
０４５
３３０
６３１
� 資金期末残高 １
０４５
３４８
２０２

	 業務費用

� 損益計算書上の費用

研究業務費 ３
８３９
１０９
５８３
一般管理費 ４０６
５４７
８３７
財務費用 ９５３
３８９
臨時損失 ２５
０２２
４４２ ４
２７１
６３３
２５１

�（控除）自己収入等
受託収入 －９２１
１２３
３３９
その他事業収入 －８１１
６７２
資産見返寄付金戻入 －３５２
１７７
受取利息 －３０
８８３
雑益 －１９２
３１７ －９２２
５１０
３８８

業務費用合計 ３
３４９
１２２
８６３

� 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ３７４
５３５
３３４
損益外固定資産除却相当額 ８
３６２
３０８ ３８２
８９７
６４２
損益外減価償却等相当額合計 ３８２
８９７
６４２

� 引当外退職給付増加見積額 －９６
３４４
７９８

 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 ４４４
２０８
４６２
無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用 １２
６６９
０７０ ４５６
８７７
５３２

� 行政サービス実施コスト ４
０９２
５５３
２３９
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重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
� 有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５～５０年
構築物 ５～５０年
車両運搬具 ４～８年
工具器具備品 ５～１０年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控
除して表示しております。
� 無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当期末の自己
都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、業務費用として計上されている退職給与の額を控除して
計算しております。

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
� 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
１０年利付国債の平成１７年３月末利回りを参考に１�３２０％で計算しております。

� 政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率
１０年利付国債の平成１７年３月末利回りを参考に１�３２０％で計算しております。

５．リース取引の処理方法
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

表示方法の変更
従来、研究用試薬等の研究用消耗品につきましては、消耗品としての形態的分類に基づいて、研究業務費の消耗品費として計上してお

りましたが、当事業年度より研究材料費に計上することに変更しております。
この変更は、研究用消耗品が研究材料としてのみ用いられる機能的側面を重視して行ったものであります。
なお、従来の表示方法を採用した場合、研究業務費の研究材料費は１
３４９
１３４円、消耗品費は３２９
７９７
４２９円であります。

貸借対照表の注記事項
運営費交付金から充当されるべき退職一時金見積額は、１
７４３
７４８
２２４円になっております。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項
� 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、現金及び預金となっております。
� 重要な非資金取引
�当事業年度に新たに計上したファイナンスリース取引に係わる資産の額 ８
６３２
５９８円
�無利子貸付金の償還金と当該無利子貸付金に係る償還時補助金の相殺額 ９５９
７７８
０００円

行政サービス実施コスト計算書の注記事項
� 政府出資等の機会費用は、計上利率：１�３２０％（決算日における１０年もの国債（新発債）利回り）を適用し、｛（（期首政府出資金
３４
３５３
２６９
５２４円－資本剰余金１
０４２
５７０
５４３円）＋（期末政府出資金３４
３５３
２６９
５２４円－資本剰余金３５９
６５６
０８５円））／２｝×１�３２０％
で計上しております。
� 政府からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用は、計上利率：１�３２０％（決算日における１０年もの国債（新発
債）利回り）を適用し、平成１７年３月２９日に償還時補助金と相殺した長期借入金９５９
７７８
０００円×１�３２０％で計上しております。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係
独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりです。
筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 １７４
６７８
３６４円
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

附 属 明 細 書

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

	 当期未処分利益 ２
７１８
２２３
当期総利益 ２
７１８
２２３

� 利益処分額

積立金 ２
７１８
２２３
独立行政法人通則法

第４４条第３項により

主務大臣の承認を受けようとする額

目的積立金 ０ ０ ２
７１８
２２３

（注１）利益の処分については、当期財務諸表についての主務大臣の承認を得た時点において、処理を行うこととなっ
ております。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

差引当期残高 摘要
当期償却額

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 １５８
９１０
９６１ ６３
０９９
０６６ ０ ２２２
０１０
０２７ ２１
７８８
４５７ １３
６４２
４２５ ２００
２２１
５７０

構築物 １１
１５９
３８７ ７
９２９
７１０ ０ １９
０８９
０９７ １
１０９
３１０ ６８６
５４３ １７
９７９
７８７

車両運搬具 １３
１２０
４６６ １
９２５
０００ ０ １５
０４５
４６６ ７
３４４
３６５ ２
０９３
６０９ ７
７０１
１０１

工具器具備品 １
７４４
５６３
６５９ １７４
５１７
５１６ ３２
４４４
５１９ １
８８６
６３６
６５６ ９０６
９２４
２７３ ２２３
５１４
３３３ ９７９
７１２
３８３

計 １
９２７
７５４
４７３ ２４７
４７１
２９２ ３２
４４４
５１９ ２
１４２
７８１
２４６ ９３７
１６６
４０５ ２３９
９３６
９１０ １
２０５
６１４
８４１

有形固定
資産（償
却費損益
外）

建物 ７
６９６
２０１
２８８ ９８
６６７
１９５ ３７
５５１
７３１ ７
７５７
３１６
７５２ ７５０
４４６
８５２ ２１７
２１０
１１３ ７
００６
８６９
９００ �

構築物 １
５１６
５８７
３８４ ０ ５９０
６４２ １
５１５
９９６
７４２ １０７
６１９
１８６ ２８
１１７
６３３ １
４０８
３７７
５５６

工具器具備品 ９２０
９２４
９７６ ３７
８５７
８７０ ０ ９５８
７８２
８４６ ６８２
７８６
５１０ １２９
２０７
５８８ ２７５
９９６
３３６ �

計 １０
１３３
７１３
６４８ １３６
５２５
０６５ ３８
１４２
３７３ １０
２３２
０９６
３４０ １
５４０
８５２
５４８ ３７４
５３５
３３４ ８
６９１
２４３
７９２

非償却資
産

土地 ２５
２００
０００
０００ ０ ０ ２５
２００
０００
０００ ０ ０ ２５
２００
０００
０００

その他の有形固定資産 ９８
８８１
５４７ ０ ８１８
０００ ９８
０６３
５４７ ０ ０ ９８
０６３
５４７

計 ２５
２９８
８８１
５４７ ０ ８１８
０００ ２５
２９８
０６３
５４７ ０ ０ ２５
２９８
０６３
５４７

有形固定
資産合計

建物 ７
８５５
１１２
２４９ １６１
７６６
２６１ ３７
５５１
７３１ ７
９７９
３２６
７７９ ７７２
２３５
３０９ ２３０
８５２
５３８ ７
２０７
０９１
４７０

構築物 １
５２７
７４６
７７１ ７
９２９
７１０ ５９０
６４２ １
５３５
０８５
８３９ １０８
７２８
４９６ ２８
８０４
１７６ １
４２６
３５７
３４３

車両運搬具 １３
１２０
４６６ １
９２５
０００ ０ １５
０４５
４６６ ７
３４４
３６５ ２
０９３
６０９ ７
７０１
１０１

工具器具備品 ２
６６５
４８８
６３５ ２１２
３７５
３８６ ３２
４４４
５１９ ２
８４５
４１９
５０２ １
５８９
７１０
７８３ ３５２
７２１
９２１ １
２５５
７０８
７１９

土地 ２５
２００
０００
０００ ０ ０ ２５
２００
０００
０００ ０ ０ ２５
２００
０００
０００

その他の有形固定資産 ９８
８８１
５４７ ０ ８１８
０００ ９８
０６３
５４７ ０ ０ ９８
０６３
５４７

計 ３７
３６０
３４９
６６８ ３８３
９９６
３５７ ７１
４０４
８９２ ３７
６７２
９４１
１３３ ２
４７８
０１８
９５３ ６１４
４７２
２４４ ３５
１９４
９２２
１８０

無形固定
資産

ソフトウェア ６３
５２０
８０９ ７
５４１
７６５ ０ ７１
０６２
５７４ ３０
７３６
１５７ １３
３００
２２０ ４０
３２６
４１７

電話加入権 ２
０４６
０００ １０７
１００ ０ ２
１５３
１００ ０ ０ ２
１５３
１００

工業所有権仮勘定 ９７４
４２７ ７６３
２４４ ０ １
７３７
６７１ ０ ０ １
７３７
６７１

計 ６６
５４１
２３６ ８
４１２
１０９ ０ ７４
９５３
３４５ ３０
７３６
１５７ １３
３００
２２０ ４４
２１７
１８８

投資その
他の資産

預託金 ２
１５３
０００ ０ ０ ２
１５３
０００ ０ ０ ２
１５３
０００

計 ２
１５３
０００ ０ ０ ２
１５３
０００ ０ ０ ２
１５３
０００

注：摘要：�資産科目修正による減少３０
５９８
０６５円（工具器具備品へ）を含んでおります。
�資産科目修正による増加３０
５９８
０６５円（建物から）を含んでおります。
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（２） たな卸資産の明細

（単位：円）

（３） 長期借入金の明細

（単位：円）

（４） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

（５） 積立金の明細

（単位：円）

（６） 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

� 運営費交付金債務 （単位：円）

種 類 期 首 残 高

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘 要当期購入・
製造・振替 そ の 他 振出・振替 そ の 他

消 耗 品 ０ ３２
４００ ０ ３２
４００ ０ ０

副 産 物 ０ ３２６
０００ ０ ３２６
０００ ０ ０

計 ０ ３５８
４００ ０ ３５８
４００ ０ ０

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘 要

長期借入金 ９５９
７７８
０００ ０ ９５９
７７８
０００ ０ ０
（Ｈ１６年度繰上償還）

無利子借入金

計 ９５９
７７８
０００ ０ ９５９
７７８
０００ ０

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金
政府出資金 ３４
３５３
２６９
５２４ ０ ０ ３４
３５３
２６９
５２４

計 ３４
３５３
２６９
５２４ ０ ０ ３４
３５３
２６９
５２４

資本剰
余金

運営費交付金 ２
１５３
０００ １０７
１００ ０ ２
２６０
１００ 災害補償預託金の預託、電話加入権

施設整備費補助金 ２５５
９３８
０００ １
０６５
７０５
０００ ０ １
３２１
６４３
０００ 注）

政府承継 ２
０４６
０００ ０ ０ ２
０４６
０００

計 ２６０
１３７
０００ １
０６５
８１２
１００ ０ １
３２５
９４９
１００

損益外減価償却累計額 ―１
１６６
３１７
２１４ ―３７４
５３５
３３４ ０ ―１
５４０
８５２
５４８

損益外固定資産除売却差額 ―１３６
３９０
３２９ ―８
３６２
３０８ ０ ―１４４
７５２
６３７

計 ―１
３０２
７０７
５４３ ―３８２
８９７
６４２ ０ ―１
６８５
６０５
１８５

差引計 ―１
０４２
５７０
５４３ ６８２
９１４
４５８ ０ ―３５９
６５６
０８５

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

通則法４４条１項積立金 ６２４
２８５
１３１ ３８
４３６
７６４ ０ ６６２
７２１
８９５ 平成１５年度利益処分

計 ６２４
２８５
１３１ ３８
４３６
７６４ ０ ６６２
７２１
８９５

交付年度 期首残高 交付金当期
交 付 額

当期振替額

期末残高運営費交付
金 収 益

資産見返運
営費交付金

工業所有権仮勘定
見返運営費交付金 資本剰余金 小 計

平成１４年度 １０７
８９８
７６８ － １０７
８９８
７６８ ０ ０ ０ １０７
８９８
７６８ ０

平成１５年度 ２４０
６０８
４６３ － １２１
２６４
３７１ ０ ０ ０ １２１
２６４
３７１ １１９
３４４
０９２

平成１６年度 － ３
２６４
１１１
０００２
９２８
８０１
５７７ １８６
６４５
２８７ ７６３
２４４ １０７
１００３
１１６
３１７
２０８ １４７
７９３
７９２

合 計 ３４８
５０７
２３１３
２６４
１１１
０００３
１５７
９６４
７１６ １８６
６４５
２８７ ７６３
２４４ １０７
１００３
３４５
４８０
３４７ ２６７
１３７
８８４

注） 当期増加額の内訳
１．施設費による資産取得 １０５
９２７
０００円
２．無利子借入金返済に伴う増加 ９５９
７７８
０００円
合計 １
０６５
７０５
０００円
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� 運営費交付金収益

（７） 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

（８） 役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

※注記 １．支給の基準

役員に対する支給の基準は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっております。

職員に対する支給の基準は、職員給与規程及び国家公務員退職手当法によっております。

２．職員の給与支給人員数は、１２ヶ月の平均支給人員数によっております。

３．非常勤役員及び非常勤職員については、外数で（ ）で記載しております。

４．千円未満の端数は切り捨てて記載しております。

業務等区分 １４年度交付分 １５年度交付分 １６年度交付分 合 計

研究業務費 ９３
０５９
７４７ １５
５４７
７３８ ２
６４５
３２８
８０２ ２
７５３
９３６
２８７

一般管理費 １４
８３９
０２１ １０５
７１６
６３３ ２８２
５１９
３８６ ４０３
０７５
０４０

財 務 費 用 ０ ０ ９５３
３８９ ９５３
３８９

合 計 １０７
８９８
７６８ １２１
２６４
３７１ ２
９２８
８０１
５７７ ３
１５７
９６４
７１６

区 分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘 要
建設仮勘定見返施設費 資本剰余金 その他

施設整備費補助金 １０５
９２７
０００ ０ １０５
９２７
０００ ０

無利子貸付金償還時補助金 ９５９
７７８
０００ ０ ９５９
７７８
０００ ０

計 １
０６５
７０５
０００ ０ １
０６５
７０５
０００ ０

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 数 支 給 額 支 給 人 員 数

役 員
（４７５）
４０
５３１

（１）
３

（０）
２３
７１５

（０）
３

職 員
（１７２
８１７）
１
５７６
０４１

（１４５）
１９１

（０）
１９７
３９７

（０）
６

合 計
（１７３
２９２）
１
６１６
５７２

（１４６）
１９４

（０）
２２１
１１２

（０）
９
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� 決算報告書

（単位：円）

� 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

� 予算配分等

１５年度同様に研究の活性化を図る観点から、運営費交付金を財源とした所内の競争的資金としての「研究推進費」

の枠として２５４
９２６千円（１５年度３１４
７２３千円）を設けて、当所が主催する独自の国際会議の開催に１１
３７０千円（１５

年度６
８３９千円）、国際研究集会等への参加に１９
８２４千円（１５年度１６
２７９千円）及び所内独自の法人プロジェクトに

２８
２１９千円（１５年度２４
００６千円：原則として、個人ないしは単独研究単位で実施する独立型、複数の研究単位で実

施する連携型、所の主導で実施する運営型）を充当し、効率的な研究推進を図った。

� 経費の節約等

経費の節減に係わる方針についても、１５年度同様に業務経費については、中期計画内の研究機械の購入計画を立

てるとともに、所内の機械・機器の共用化を図り、経費の節減に取り組んだ。また、一般管理費についても、研究本

館内の不必要な電気の消灯及び研究用器具の洗浄時の節水に努め、光熱水・通信運搬費等の管理費の節約を図った。

機器等の購入に際してはグリーン購入法に基づき、省エネルギー製品を積極的に購入するとともに、所内連絡等

はインターネットを利用したメールの配布を利用し、さらに諸会議資料についてはペーパーレス化を図り、経費の

節減に努めた。

その結果、一般管理費のうち管理諸費について１５年度に比べ約４００万円の削減を図り、業務経費を充実させるこ

とができた。

� 外部資金等

自己収入増加に係る方針としては、中期目標達成に有効な競争的資金に積極的に応募し、研究資源の充実を図る

よう努めることとし、科学研究費補助金の応募の際には説明会を開催するとともに、「公募型プロジェクト検討委

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額 備 考

収 入

運営費交付金 ３
２６４
０００
０００ ３
２６４
１１１
０００ １１１
０００
施設整備費補助金 １０６
０００
０００ １０５
９２７
０００ －７３
０００
施設整備資金貸付金償還時補助金 ９６０
０００
０００ ９５９
７７８
０００ －２２２
０００
無利子借入金 ０ ０ ０

受託収入 ９０８
０００
０００ ９２１
１２３
３３９ １３
１２３
３３９
諸収入 ２
０００
０００ １
０３４
８７２ －９６５
１２８

計 ５
２４０
０００
０００ ５
２５１
９７４
２１１ １１
９７４
２１１
支 出

業務経費 ９３１
０００
０００ ９３３
２４７
７３４ ２
２４７
７３４
施設整備費 １０６
０００
０００ １０５
９２７
０００ －７３
０００
受託経費 ９０８
０００
０００ ９１９
４８８
６４９ １１
４８８
６４９
借入償還金 ９６０
０００
０００ ９５９
７７８
０００ －２２２
０００
一般管理費 ４１２
０００
０００ ４０４
７０９
７８２ －７
２９０
２１８
人件費 ２
２３０
０００
０００ ２
００７
８０９
２７７ －２２２
１９０
７２３ ※支出予算額は、交付金受入

額及び繰越額の合計である。

計 ５
５４７
０００
０００ ５
３３０
９６０
４４２ －２１６
０３９
５５８

※差額の計算方法
収入については、決算額－予算額で計上しております。
支出については、決算額－予算額で計上しております。
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員会」を設置し、申請内容に助言を与え、各部・センターで応募戦略を検討させた。その結果、文部科学省、環境

省等の競争的資金に、代表提案８課題（１５年度４課題）、参画提案９課題（１５年度５課題）の合計１７課題（１５年度

９課題）が新たに採択され、２６７
５２８千円の収入を獲得することができたが、終了課題分との差により１５年度より

も７
４８０千円減収した。しかし、その他のプロジェクト研究課題の受託等により１６年度の受託研究費は９１８
４５８千円

と１５年度に比べて５０
６０４千円の増加となった。

１）予 算

平成１６年度予算決算

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 備 考

収入

運営費交付金 ３
２６４ ３
２６４
施設整備費補助金 １０６ １０６

施設整備資金貸付金償還時補助金 ９６０ ９６０

無利子借入金 ０ ０

受託収入 ９０８ 注１） ９２１

諸収入 ２ １

版権及特許権等収入 ２ １

その他の収入 ０ ０

計 ５
２４０ ５
２５２
支出

業務経費 ９３１ ９３３

施設整備費 １０６ １０６

受託経費 ９０８ ９１９

試験研究費 ８１０ ８６５

管理諸費 ９８ ５４

借入償還金 ９６０ ９６０

一般管理費 ４１２ ４０５

研究管理費 １０７ １５０

管理諸費 ３０５ ２５５

人件費 ２
２３０ 注２）２
００８
計 ５
５４７ ５
３３１

注１ 受託収入決算額の内訳は、次のとおりである。
受託研究収入 ９２１百万円（平成１５年度 ８７８百万円）
�政府受託研究収入 ８７１百万円（ 〃 ８３０百万円）
�その他の受託研究収入 ４７百万円（ 〃 ４５百万円）
�政府外受託出張収入 ３百万円（ 〃 ３百万円）
・政府受託研究収入の増加は、「農林水産生態系における有害化学物質の総合管理技術の開発」及び「公害防止等試験研究費」
の増額等が主な要因である。

注２ 人件費予算額と人件費決算額の差額は、人件費繰越額である。

�．総 務 １３９



２）収支計画

平成１６年度収支計画決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

費用の部 ４
７５３ ４
２７１
経常費用 ４
７５３ ４
２４５
人件費 ２
２３０ ２
００８
業務経費 ８５３ ９７２

受託経費 ９０８ ８６１

一般管理費 ４１２ １５１

減価償却費 ３５０ ２５３

財務費用 ０ 注１） １

臨時損失 ０ 注２） ２５

収益の部 ４
７５３ ４
２７４
運営費交付金収益 ３
４９３ ３
１５８
当年度運営費交付金収益 ３
１８６ ２
９２９
繰越運営費交付金収益 ３０７ ２２９

諸収入 ２ １

受託収入 ９０８ ９２１

資産見返運営費交付金戻入 １７９ ９９

資産見返物品受贈額戻入 １７１ ７０

臨時利益 ０ 注２） ２５

純利益 ０ ３

目的積立金取崩額 ０ ０

総利益 ０ 注３） ３

注１ 財務費用決算額
当期における財務費用は、リース資産に係る支払利息分である。 １百万円

注２ 臨時損失・臨時利益
当期における臨時損失は、資産の除却により発生した固定資産除却損であり、同額を資産見返負債戻入として収益化（利益）を図っ

たものである。 ２５百万円
注３ 純利益（総利益）決算額の内容は、受託収入人件費相当額、知的所有権収益、生産 物売払収入のキャッシュベースにおける収益が
５百万円、受託費購入財産の減価償却額（非キャッシュベース）が△２百万円となっている。 ３百万円
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３）資金計画

平成１６年度資金計画決算

（単位：百万円）

� 固定資産

１）有形固定資産

２）無形固定資産

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

資金支出 ６
２６３ ５
３３８
業務活動による支出 ４
４０３ ３
９３１
投資活動による支出 １８４ ３３４

財務活動による支出 ９６０ ２８

次年度への繰越金 ７１６ 注１） １
０４５

資金収入 ６
２６３ ５
３３８
業務活動による収入 ４
１７４ ４
１８７
運営費交付金による収入 ３
２６４ ３
２６４
受託収入 ９０８ ９２１

その他の収入 ２ ２

投資活動による収入 １
０６６ １０６

施設整備費補助金による収入 １
０６６ １０６

その他の収入 ０ ０

財務活動による収入 ０ ０

無利子借入金による収入 ０ ０

その他の収入 ０ ０

前年度からの繰越金 １
０２３ １
０４５

区 分 数 量

建物
建 面 積 ２９
５４５�
延 べ 面 積 ５８
０４６�

構 築 物 －

車 輌 運 搬 具 ７点

工 具 器 具 備 品 ７７６点

土 地 建 物 敷 地 ２０６
３４９�
水 田 ４２
９５０�
畑 １４９
６７０�

そ の 他 １７１
８９７�
計 ５７０
８６６�

立
木
竹

樹 木 ２
２９３本
立 木 ４３１�

区 分 数 量

ソ フ ト ウ エ ア ３６点

電 話 加 入 権 ２９回線

工業所有権仮勘定 ８件

注１ 次年度への繰越金の主な内訳は、次のとおりである。（計数は四捨五入のため、端数処理により合計とは一致しない）
�未払金・未払費用・預り金等 ３３５百万円
�運営費交付金債務 ２６７百万円
�現物出資に係る還付消費税及び還付消費税還付加算金 ４３７百万円
�その他利益計上額 ７百万円
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� 平成１６年度機械等購入

（運営費交付金財源）

機 械 名 型 式 名 購入金額（円） 研究室等名

ホイルローダ クボタ R－520D ３
４５４
５００ 業務科

多本架冷却遠心機 HITACHI CF12RX １
５８７
６００ 植生生態ユニット

固相抽出送液ユニット GLサイエンス SPE－8 １
７４８
２５０ ダイオキシンチーム

固相抽出送液ユニット GLサイエンス SPE－8 １
７４８
２５０ ダイオキシンチーム

メディカルフリーザー サンヨー MDF－U442 ６５９
４００ 微生物分類研究室

音波式ふるい器 SW=20AＴ形 防音カバー、シーブ含み ９９２
２５０ 放射性同位体分析研究室

薬用保冷庫 サンヨー MPR－720R ６８４
６００ 微生物生態ユニット

試料分解システム パーキンエルマー Multiwave3000 ７
３６１
０２５ 放射性同位体分析研究室

低倍率ズームレンズ キーエンス VH－Z05 無反射リング ５９１
１５０ 個体群動態ユニット

ポンプ（HPLCポンプ） SHISEIDO 3101 NANOSPACE SI－2 ９１８
９７２ 環境化学物質分析研究室

バイオマスバーニングガス測定システム 堀場 マツチガス分析計 汎用ガス分析計 ８
８１９
８９５ 大気保全ユニット

蛍光マイクロビーズアレイシステム DNAチップ研究所 K－W025－001 ９
２３７
９００ 農薬影響軽減ユニット

水ポテンシャル測定装置 明和商事 WP4－T １
４４７
４４６ 土壌物理ユニット

トラクター クボタ KB16FMARF12ドライブハロー １
５５１
３７５ 業務科

質量分析装置 Quattro micro API Mass Analyzer １８
８８２
１５０ 土壌微生物ユニット

運搬車 筑水キャニコム ELL801MPV ライガー ７３０
８００ 業務科

遠心分離器 日立 CF15RX ６５５
２００ 微生物生態ユニット

遺伝子増幅装置 TaKaRa Themal Cycler Dice TP600 ６８２
５００ 農薬影響軽減ユニット

分光光度計 日立 U－1800 ５４６
０００ 生態系影響ユニット

原子吸光分光光度計 バリアン SpectrAA 240Z １０
６８９
０００ 総務部

スピンコーターシステム アクティブ ACT－220D ８９２
５００ 環境化学物質分析研究室

ＤＮＡ増幅装置 アプライドバイオシステムズ ２７２０ ５６６
３７０ 昆虫生態ユニット

移動式物品棚 KONNGO社製 ZBLH672－656SM ３
５６８
９５０ 研究企画科

移動式書架 イトーキ EHM－7420D－TE ２
６２５
０００ 総務部

ウォールキャビネット ウチダ １－２７７－５４０２ ５１９
４３５ 総務部

生ゴミ処理装置 サンヨー GNS－30CD ２
１５２
５００ 総務部

穀粒判定器 静岡製機 ES－1000S ６０６
６７０ 組換え体チーム

LANアナライザー フルーク社 ES－LAN ８３７
９００ 研究情報システム科

データロガー キャンベル CR23X－1 ５５２
８２５ 水質保全ユニット

ジェット式器具洗浄機 サンヨー MJW－9020 １
２６０
０００ 水動態ユニット

ケルダール分解・蒸留装置 日本ビュッヒ KB－762S １
９９９
９９８ 生態系影響ユニット

無線 LANアナライザ 東陽テクニカ A－1250E ６５３
１００ 研究情報システム科

液体クロマトグラフ用オートサンプラー Agilent G1313A １
２６８
１９０ 昆虫生態ユニット

オートサンプラー 島津 SIL－10ADvp ９９７
５００ 養分動態ユニット

オートサンプラー 島津 SIL－10ADvp ９９７
５００ 養分動態ユニット

大容量地理情報処理装置 SunBlade 2500 １
９１７
５１０ リモートセンシングユニット

大会議室映像装置 Panasonic TH－D5500 １
２９３
６００ 研究企画科

総合気象観測装置 クリマテック CPR－CG4 １３
３３５
０００ 気候資源ユニット

コンピュータソフトウェア ABI PRISM3100ソフトウエア アプラドバイオ １
２００
０００ 微生物分類研究室

コンピュータソフトウェア 外来生物情報データベースの日本語版 １
０５０
０００ 昆虫研究グループ長室

コンピュータソフトウェア CADWe‘ll CAPEE2004 設備統合版 ９９７
５００ 総務部

コンピュータソフトウェア SIS ASC5 インフォマティクス社 １
４１１
２００ インベントリー研究官

小型貨物自動車 トヨタ トヨエース J/Lスチール １
９２５
０００ 業務科
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（受託等予算財源）

（施設費財源）

（リース契約・運営費交付金財源）

機 械 名 型 式 名 購入金額（円） 研究室等名

デジタル記録計 Campbell CR23X－4M－1 ７６８
２８５ フラックス変動評価チーム

二酸化炭素計 盟和商事 LI－7000 ２
９７０
８０７ 大気保全ユニット

安全キャビネット 十磁フィールド BIO－�－A/P １
２４３
２００ 土壌微生物利用ユニット

変性剤勾配ゲル電気泳動装置 バイオラッド 170－9085M １
４１７
５００ 微生物生態ユニット

細胞破砕装置 フナコシ Fast Prep 6001－100 ７３７
１００ 微生物機能ユニット

DNA増幅装置 アプライドバイオシステム 9700G １
１７１
８００ 微生物生態ユニット

群落微気象観測装置 キャンベル社 CR10X－2M－L １
９５８
２５０ 組換え体チーム

酸素安定同位対比測定用前処理装置 サーモエレクトロン GasBench � ９
９７５
０００ 放射性同位体分析研究室

電子天秤 メトラー MX－5型 ウルトラミクロ天秤 １
３３８
７５０ 植生生態ユニット

超純水製造装置 ミリポア Milli－Q Academic, Elix－UV 3 ９９３
５１０ 放射性同位体分析研究室

HPLCシステム GLサイエンス GL－7400series ２
４０５
０２５ ダイオキシンチーム

大型水盤 藤原製作所 FVS－330型 ９７６
５００ 放射性同位体分析研究室

マルチチャンネルアナライザ SEIKO EG&G MCA 7600 １
６６０
６００ 放射性同位体分析研究室

地理情報システム解析装置 ArcGIS9�0基本モジュールほか ９
０３０
０００ 食料生産予測チーム

遺伝子解析装置 BioRad iCycler 170－8720JA ８３１
６００ 植生生態ユニット

マイクロプレートウォッシャー 和光 コロンブス １
０７７
３００ 微生物機能ユニット

水分測定装置 太陽計器 SK－1 ９６５
７９０ 土壌物理ユニット

モニタリングガメラ キャノン VC－C4R ８００
１００ 組換え体チーム

エバポレーター ヤマト科学 RE71 ９８１
７５０ 土壌化学ユニット

遠心分離機 佐久間 SS－1500 ６６９
３７５ 農薬影響軽減ユニット

実体蛍光観察システム Leica MZ16FA－DFC ５
１７６
５００ 微生物機能ユニット

水循環モデル開発装置 富士通 hydro01 CELSIUS N430 １
５９９
９９０ 気候資源ユニット

土壌風食測定装置システム セネコム SEK－01 １
９４０
４００ 放射性同位体分析研究室

遺伝子増幅装置 BioRad iCycler 170－8720JA ８３１
６００ 微生物機能ユニット

遺伝子増幅装置 BioRad iCycler 170－8720JA ８３１
６００ 微生物機能ユニット

高速液体クロマトグラフ Waters 176800000JAS COMPONENT GRADIENT SYSTEM ４
４９９
７７５ 微生物機能ユニット

コンピュータソフトウェア 日京 NT－ACDDB ACD/pka DB, LogP DB Solubility DB ２
２６５
１６５ 農薬動態評価ユニット

コンピュータソフトウェア SEIKO EG&G DS－P240/W32 ６１７
９００ 放射性同位体分析研究室

機 械 名 型 式 名 購入金額（円） 研究室等名

超純水製造装置 ミリポア ZMQGR00KT １
６３２
８５５ 大気保全ユニット

低水蒸気発生装置 盟和 L1－610 １
５６８
９１０ 大気保全ユニット

グロースチャンバー 東京理化 インキュベーター CO２システム ２
３５４
５２０ 大気保全ユニット

グロースチャンバー 東京理化 インキュベーター システム １
７０３
５２０ 大気保全ユニット

機 械 名 型 式 名 購入金額（円） 研究室等名

電話交換機システム 構内電話交換機（IP－PBX） ８
６３２
５９８ 総務部
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� 特許等一覧表

１）国 内

発 明 の 名 称 発 明 者 出願年月 特許・出願番号 備考

土壌水分測定装置 粕淵 辰昭 Ｓ６０�４ 特許第１９０９２８３号

ジメチルカーバーメートよりなる殺虫協力剤 宍戸 孝、昆野 安彦 Ｓ６１�５ 特許第１６４６０４５号

カンシャノシンクイハマキ用性誘引剤 玉木 佳男、杉江 元
金城美恵子

Ｓ６２�２ 特許第２０８１６３９号

オクダカ－ジェン・テトライン－カルボン酸誘導体及びそ
の製造法

西山 幸司 Ｓ６２�８ 特許第２５００３１４号

（E）－７
９－デカジエニルアセタートを追加成分とする昆虫
誘引剤

玉木 佳男、杉江 元
長嶺 将昭、金城美恵子

Ｓ６３�７ 特許第１９０６５６５号 共同出願

９
１１－ドデカジェニルブチレートと９
１１－ドデカジエニル
ヘキサノエートを成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男、杉江 元
長嶺 将昭、金城美恵子

Ｓ６３�８ 特許第１９０６５６６号 共同出願

植物生育培地水分制御法 久保田 徹、岩間 秀矩
加藤 英孝、遅沢 省子

Ｓ６３�９ 特許第１６６１０５３号

（Z）－７－ドデセニルアセタートと（Z）－９－ドデセニルアセタ
ートを有効成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男、杉江 元
川崎建次郎、北村 実彬

Ｓ６３�９ 特許第１７７８７１１号

土壌病害防除・植物成長促進剤 小林 紀彦、飯島 宏一 Ｓ６３�１０ 特許第１８５５３８９号 共同出願

シュードモナス属細菌 P－４菌株、土壌病害防除剤及び土
壌病害防除方法

鈴井 孝仁、成田 勇 Ｈ１�２ 特許第２６１４９１３号 共同出願

シバツトガの配偶者行動攪乱剤 杉江 元、野口 浩
清水 喜一、河名 利幸
福田 寛、山本 昭
福本 毅彦、井原 俊明

Ｈ２�１２ 特許第２８５１４４３号 共同出願

宿主ベクター系 福本 文良、佐藤 守
美濃部侑三

Ｈ３�４ 特許第２６０００９０号

シバツトガの誘引剤 杉江 元、野口 浩
清水 喜一、河名 利幸
福田 寛、山本 昭
福本 毅彦、井原 俊明

Ｈ４�１ 特許第２７７９０９０号 共同出願

芝生害虫の配偶行動攪乱剤 杉江 元、野口 浩
清水 喜一、河名 利幸
福田 寛、山本 昭
福本 毅彦、井原 俊明

Ｈ４�１ 特許第２７９３７３６号 共同出願

ヨトウガの誘引剤 杉江 元、野口 浩
清水 喜一、河名 利幸
福田 寛、山本 昭
福本 毅彦、井原 俊明

Ｈ４�３ 特許第２７７９０９３号 共同出願

３次元自由局面設計装置 竹澤 邦夫 Ｈ４�１０ 特許第２６７４６７８号

ナガチャコガネの誘引剤 杉江 元、野口 浩
川崎建次郎、本間 健平
大泰司 誠、柿崎 昌史
鈴木 宏治、福本 毅彦

Ｈ７�４ 特許第２６５４５１４号 共同出願

チャバネアオカメムシの誘引剤 杉江 元、野口 浩
川崎建次郎、高木 一夫
守屋 成一、藤家 梓
福田 寛、大平 喜男
津田 勝男、山中 正博
堤 隆文、鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ７�４ 特許第２７２０３７８号 共同出願

新規土壌凝集剤 高橋 義明、櫻井 泰弘
牧野 知之

Ｈ７�９ 特許第２７４１７４６号

薬剤の放出制御・抑制方法およびその資材 小原 裕三、石井 康雄 Ｈ８�３ 特許第２９８７４２２号

スルホキシド化合物及びそれを用いた植物成長阻害剤 藤井 義晴、原田 二郎
平舘俊太郎、佐野 禎哉
大東 肇、平井 伸博

Ｈ８�７ 特許第３１６３３７７号

カラム内濃縮が可能な毛細管電気泳動を誘導結合プラズマ
に接続するためのインターフェース及び接続方法

山崎 慎一、梅 二文 Ｈ８�１１ 特許第２８３８２００号

土壌中の有機汚染物質を分解する分解菌の集積方法及びそ
れを用いた分解菌の単離方法

高木 和広、吉岡 祐一 Ｈ９�２ 特許第３０３０３７０号 共同出願
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発 明 の 名 称 発 明 者 出願年月 特許・出願番号 備考

新規植物成分及びそれを含有する植物成長阻害剤 平舘俊太郎、箭田 浩士
杉江 元、藤井 義晴

Ｈ９�２ 特許第３０９９０５８号

タイワンレンギョウの新規植物成分及びそれを含有する植
物成長阻害剤

平舘俊太郎、中嶋 直子
箭田 浩士、藤井 義晴

Ｈ１０�２ 特許第２８８４５１１号

土壌中の有機塩素系化合物を好気的に分解する分解菌、そ
の分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を保持する分
解菌保持担体

高木 和広、吉岡 祐一 Ｈ１０�５ 特許第２９０４４３２号 共同出願

土壌の病害抑止性の評価方法 横山 和成、松本 直幸 Ｈ１０�１１ 特許第３０５１９２０号

病原性が低い紫紋羽病菌菌株分離株Ｖ－７０およびそれを含
む紫紋羽病防除剤

松本 直幸、岡部 郁子
須崎 浩一、吉田 幸二
植竹ゆかり

Ｈ１１�９ 特許第３２３１７４４号 共同出願

病原性低下因子を含む白紋羽病菌分離株Ｗ３７０ 松本 直幸、岡部 郁子
植竹ゆかり、荒川 征夫
中村 仁

Ｈ１３�１ 特許第３５９４９０５号 共同出願

単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得られ
た分解菌の保持担体、その分解菌保持担体を利用する汚染
土壌回復又は地下水汚染防止の方法

高木 和広、吉岡 祐一 Ｈ１１�６ 特願２００１－５０５６６８号 共同出願

凝集剤 牧野 知之、扇谷 浩 Ｈ１３�９ 特願２００１－２９８８２５号 共同出願

LysRタイプ蛋白質 CbnRの結晶構造 小川 直人、千田 俊哉 Ｈ１４�５ 特願２００２－１５８１７３号 共同出願

リゾプス属糸状菌のポリガラクツロナーゼおよびポリガラ
クツロナーゼ遺伝子

吉田 重信、鈴木 文彦
月星 隆雄、對馬 誠也
篠原 弘亮

Ｈ１４�６ 特願２００２－１７３０６８号

難分解性物質の分解方法 上垣 隆一、桑原 雅彦
上路 雅子、宮本 秀夫
川端 孝博、鈴木 源士

Ｈ１４�６ 特願２００２－１６８１４８号 共同出願

モミガラ成形炭粉末を利用した水稲用農薬の系外流出防止
システム

高木 和広、高梨誠三郎 Ｈ１４�９ 特願２００２－２８０７１２号 共同出願

植物成長促進剤 藤井 義晴、平舘俊太郎
荒谷 博、濱野 滿子

Ｈ１５�３ 特願２００３－９５３７５号 共同出願

新規農薬分解菌と複合微生物系による農薬分解法 高木 和広、吉岡 祐一
原田 直樹

Ｈ１５�７ 特願２００３－１９４３３０号 共同出願

農薬分解菌それを用いた浄化方法 高木 和広、原田 直樹 Ｈ１５�８ 特願２００３－３０１１８３号

非病原性細菌のファージ数維持機能を利用した植物細菌病
害防除法

土屋 健一、畔上 耕児
小原 達二

Ｈ１５�８ 特願２００３－３０７２３７号 共同出願

重金属汚染土壌の浄化方法 牧野 知之、菅原 和夫
高野 博幸、神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ１５�１１ 特願２００３－３８８７２０号 共同出願

微量液体連続霧化装置及びこれを利用した標準ガス発生装
置

小原 裕三、遠藤 正造 Ｈ１５�１２ 特願２００３－４１５２３２号

微生物保存用分散媒体及び微生物保存容器 西山 幸司、篠原 弘亮 Ｈ１５�１２ 特願２００３－４１４６３２号

汚染土壌の浄化方法 牧野 知之、菅原 和夫
高野 博幸、神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ１６�２ 特願２００４－２５３９３号 共同出願

殺虫剤抵抗性ワタアブラムシを識別するための PCRプラ
イマー

鈴木 健 Ｈ１６�６ 特願２００４－１８９５１８号 共同出願

植物成長調節剤、桂皮酸誘導体化合物、及びその製造方法 平舘俊太郎、荒谷 博
藤井 義晴

Ｈ１６�８ 特願２００４－２４３７１７号

重金属汚染土壌の浄化方法 牧野 知之、前島 勇治
菅原 和夫、高野 博幸
神谷 隆、佐々木宏太

Ｈ１６�９ 特願２００４－２６２１９０号 共同出願

もみ殻炭化物を利用した水稲の栽培方法及びこの方法によ
り生産された米

高木 和広、高梨誠三郎 Ｈ１６�１２ 特願２００４－３５７７０６号 共同出願

複合分解菌集積保持担体及びその製造方法、新規細菌、並
びに汚染環境の浄化方法及びその装置

高木 和広、吉岡 祐一
原田 直樹

Ｈ１７�１ 特願２００５－１８９０１号 共同出願

穀物の子実重量の推定方法及び装置 芝山 道郎 Ｈ１７�３ 特願２００５－０９０３８０号

大気ガスの測定方法及び装置 須藤 重人 Ｈ１７�３ 特願２００５－０９６９１８号
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２）外 国

発 明 の 名 称 発明者 出願年月 特許・出願番号 備考

リゾキシン（抗腫瘍剤及びそれを用いた腫瘍治療方法） カナダ 佐藤 善司
松田 泉
野田 孝人
奥田 重信
岩崎 成夫
古川 淳
小林 久芳

Ｓ５９�１０ 特許第１２３７６６７号

リゾキシン カナダ Ｓ６３�３ 特許第１３１１４３４号

３次元自由局面設計装置 カナダ 竹澤 邦夫 Ｈ５�３ 特許第２０９２２１７号

アメリカ Ｈ５�３ 特許第６５９０５７５号

ベルギー Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

スイス Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

ドイツ Ｈ５�３ 特許第６９３２６８６８�９－０８号

フランス Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

イギリス Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

イタリア Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

リヒテンシュタイン Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

オランダ Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

スウェーデン Ｈ５�３ 特許第５９４２７６号

形質転換されたイネ縞葉枯ウィルス抵抗性イネおよびその
製造方法

台 湾 鳥山 重光
早川 孝彦
朱 亜峰

Ｈ５�１ 特許第８２４２５号

韓 国 Ｈ４�１２ 特許第２５５４７４号 共同出願

中 国 Ｈ４�１２ 特許第９２１１５１７７�２号 共同出願

土壌中の有機塩素系化合物を好気的に分解する分解菌、そ
の分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を保持する分
解菌保持担体

オーストラリア 高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１�５ 特許第７３５４１７号 共同出願

韓国 Ｈ１１�５ 特許第３３６１９５号 共同出願

EPC Ｈ１１�５ 特願９９９１８３６４号 共同出願

カナダ Ｈ１１�５ 特願２２９６６５８号 共同出願

好気的に PCNBを分解する分解菌の集積及び単離方法 アメリカ 高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１�５ 特願０９／４６２８７７号 共同出願

土壌処理のため多孔質材に有機汚染物質を分解する分解菌
を集積する方法

アメリカ 高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１�８ 特許第６４５１５８０ 共同出願

単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得られ
た分解菌保持担体、その分解菌保持担体を利用する汚染土
壌回復又は地下水汚染防止の方法

韓国 高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１�６ 特願１０－２００１－７００１６６２号 共同出願

EPC Ｈ１１�６ 特願９９９２５４１８�８号 共同出願

アメリカ Ｈ１１�６ 特願０９／７４４９９６号 共同出願

カナダ Ｈ１１�６ 特願２３４２８０５号 共同出願

オーストラリア Ｈ１１�６ 特許第７５１８５０号 共同出願
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４．図 書

平成１６年度受入れ図書・資料数およびサービス件数は次のとおりである。

� 受入れ図書・資料冊数

� サービス

他機関へのコンテンツ・シートの提供 １誌（のべ １件）

農林水産省所管の機関（当所を除く）からの来館者 １３０人（コピー ２
２５６枚）

他省庁所管の機関からの来館者 ２９人（コピー ４２９枚）

一般（地方自治体、大学、民間など）来館者 １８５人（コピー ２
７７５枚）

筑波研究学園都市内の他機関を利用した当所職員 １１人

５．視察・見学者数

区 分 購 入 寄 贈 計

単行書
（冊）

和 ６４９ １３ ６６２

洋 ２４１ ９ ２５０

資料
（冊）

和 ０ １７６ １７６

洋 ０ ９７ ９７

雑誌
（種）

和 ８０ ８１２ ８９２

洋 １９０ １７７ ３６７

レファレンス 外部への複写依頼 外部からの複写依頼

省 内 ２７件 ９９７件 ２
０９３件
省 外 １０件 ６０４件 ３３件

計 ３７件 １
６０１件 ２
１２６件

区 分 農業関係者 一 般 学 生 公 務 員 外 国 人 計

年 月 件 人 件 人 件 人 件 人 件 人 件 人

平成１６年４月 ２ １４ １ ４ ３ １８

５月 １ １９ ２ ８０ １ ２３ １ １ ５ １２３

６月 （４） ９ ４ ４５ ４ ５４

７月 （２） ４ ５ １００ ２ ３０ １ ３ ２ １６ １０ １５３

８月 ３ １２９ ５ ７９ １ ２ ９ ２１０

９月 （２） ２ １ ２４ １ １７ ２ ４ ４ ４７

１０月 （４） ７ ２ ４０ １ ９ ４ １６ ７ ７２

１１月 ２ １５ １ ８５ １ ２ （３） ７ ４ ２９ ８ １３８

１２月 １ １０ ３ ４９ ４ ５９

平成１７年１月 １ ９ １ ９

２月 （１） ２ １ １ １ ７ ２ １０

３月 （３） ５ １ ３６ １ １ ３ １５ ５ ５７

計 ２ ２８ １４ ４００ １９ ３３２ ６ ５７ ２１ １３３ ６２ ９５０

一 般 公 開 ５１ １
１５１ ６６ １０３ １
３７１

つくばちびっ子博士 ２０７ ２０７

合 計 ７９ １
５５１ ６０５ １６０ １３３ ２
５２８
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６．委員会

委 員 会 名 委 員 会 の 目 的 委員会委員構成
人 数
（含むオブ
ザーバー）

備 考

（事務局・庶務）

業績評価審査委員会 法人に勤務する研究管理職員及び研究職員の資質の向
上及び研究の活性化並びに法人の運営に役立てるため
に、法人における研究、運営及び科学技術への貢献等
の業績の評価及び審査を公正かつ透明に行うことを目
的とする

理事長、理事、部長、セン
ター長

９ （研究企画科）

公募型プロジェクト等
検討委員会

公募型プロジェクト等に、研究職員が応募しようとす
る際、申請書の記載事項について、法人の研究推進方
向との適合性を検討するとともに、申請内容に対する
助言を与えることを目的とする

部長、センター長、研究企
画科長、研究交流科長（派
遣規定に基づく研究職員派
遣の場合のみ）

９ （研究企画科）

研究推進費審査委員会 研究推進費の執行に関する審査を行い、法人の公正か
つ効率的運営に資することを目的とする

部長、センター長 ７ （研究企画科）

施設委員会 法人における施設・用地の利用及びエネルギ－対策等
の管理運営に関する事項を審議し、研究効率の向上に
資することを目的とする

部長、センター長、会計課
長、研究企画科長、施設管
理係長

１０ （研究企画科）

機械委員会 法人における研究用機械等の計画的な導入及び管理運
営に関する事項について審議し、研究効率の向上に資
することを目的とする

企画調整部長、研究企画科
長、業務科長、研究部長、
センター長

８ （研究企画科）

圃場委員会 圃場の管理運営に関する事項を審議し、調査及び研究
の円滑な推進を図ることを目的とする

企画調整部長、業務科長、
総括作業長、各部・センタ
ー職員

１０ （研究企画科）

アイソトープ委員会 法人における原子力の利用研究及び放射線障害防止並
びに緊急放射能調査について必要な事項を審議するこ
とを目的とする

企画調整部長、研究企画科
長、環境化学分析センター
長、庶務課長、会計課長、
放射線取扱主任者、放射線
業務総括者、開放研究室責
任者、開放研究室放射線管
理者

９ （研究企画科）

外国人招へい候補者選
考委員会

第３者機関が制度として実施する外国人招へい研究者
の候補者の選考を行うことを目的とする

企画調整部長、研究部長、
センター長

６ （研究交流科）

一般試験ほ場における
栽培実験に関する組換
え作物安全管理委員会

法人の一般試験ほ場における第一種使用規程承認組換
え作物の栽培実験に係る管理体制の整備を図るととも
に、栽培実験の安全かつ適切な実施を図ることを目的
とする

研究所内研究者、栽培実験
責任者、作業管理主任者、
情報提供主任者、業務科長

６ （企画調整部）

隔離ほ場における遺伝
子組換え植物の第一種
使用等に関する業務安
全管理委員会

法人の隔離ほ場試験施設において、法規に定める遺伝
子組換え生物の第一種使用等による生物多様性への影
響の評価等の試験に関する業務の安全かつ適切な実施
を図ることを目的とする

研究所外の学識経験者、研
究所内の組換え生物を扱う
研究者、業務管理者及び業
務安全主任者、企画調整部
長、総務部長

１１ （企画調整部）

遺伝子組換え生物等の
第二種使用等に関する
実験安全委員会

法人における遺伝子組換え生物等の第二種使用等の実
験の安全かつ適切な実施を図ることを目的とする

研究所外の学識経験者、研
究所内研究職員、遺伝子組
換え実験安全主任者、企画
調整部長、総務部長

１１ （企画調整部）

研究技術情報高度化委
員会

法人における研究技術情報高度化の推進方策等に関す
る事項について審議し、研究技術情報高度化に関する
業務の円滑な推進及び効率的な運営を図ることを目的
とする

企画調整部長、研究企画科
長、研究情報システム科長、
情報資料課長、各研究部・
センター職員、（必要に応
じて総務部職員）

９ （研究情報システ
ム科）

研究技術情報高度化委
員会情報部会

法人の電子計算機関係の共用室並びに共用機器の整備
と管理運営を円滑に行うことを目的とする

研究情報システム科長、企
画調整部職員、各研究部・
センター職員

６ （研究情報システ
ム科）

共用ネットワーク運営
会議

農林水産研究計算センターと接続するのに必要な共用
ネットワークが効率的に利用できるよう管理運営を図
ることを目的とする

研究技術情報高度化委員会
情報部会員、農林水産研究
技術情報運営協議会専門部
会員法人代表、（オブザー
バー：法人に居室等を有す
る他の独法職員）

６
（８）

（研究情報システ
ム科）

報告・資料投稿論文審
査委員会

農業環境技術研究所報告及び農業環境技術研究所資料
に投稿する論文等について審査を行い、その内容の質
的向上を図ることを目的とする

理事、企画調整部長、研究
部長、センター長、情報資
料課長

８ （情報資料課）

農業環境技術研究所年報 平成１６年度１４８



委 員 会 名 委 員 会 の 目 的 委員会委員構成
人 数
（含むオブ
ザーバー）

備 考

（事務局・庶務）

図書委員会 法人における図書、資料（電子媒体によるものを含む）
の効率的な利用と適切な運営を図り、調査及び研究の
円滑な推進を図ることを目的とする

企画調整部長、情報資料課
長、各部・センター職員

９ （情報資料課）

広報委員会 法人における調査及び研究成果の広報活動並びに刊行
に関する事項を企画、審議し、効果的な研究推進に資
することを目的とする

企画調整部長、研究企画科
長、研究情報システム科長、
情報資料課長、総務部職員、
各研究部・センター職員

１０ （情報資料課）

温暖化防止対策委員会 地球温暖化対策推進大綱に則り、農業環境研究を所掌
する法人において目に見える地球温暖化防止対策活動
を推進することを目的とする

化学環境部長、総務部長、
研究交流科長、業務科長、
総務課課長補佐（庶務班担
当）、会計課課長補佐（経
理班担当）、各研究部・セ
ンター職員

１４ （総 務 部）

職員採用審査委員会 職員の採用に関する計画の立案及び採用審査を行い、
優れた人材を採用することを目的とする

理事、部長、センター長、
庶務課長

９ （庶 務 課）

研究職員等給与等審査
委員会

研究職員及び任期付研究員の給与の決定等にあたり、
適正な審査・評価を行うことを目的とする

理事、部長、センター長、
庶務課長

９ （庶 務 課）

安全衛生委員会 法人における職員の安全及び健康を確保し、快適な職
場環境の形成を促進することに必要な事項について調
査・審議し、理事長に意見を述べることを目的とする

総務部長、業務科長、庶務
課長、会計課長、産業医、
衛生管理者、安全及び衛生
に関し経験を有する職員

１３ （庶 務 課）

法人文書開示決定等審
査委員会

法人における情報公開事務処理の手引きに定める開示
請求文書の開示決定等を適正に行うことを目的とする

部長、センター長、研究企
画科長、庶務課長、会計課
長

１０ （庶 務 課）

防災対策委員会 防災管理（火災・震災その他の災害の予防及び人命の
安全並びに災害の防止）の適正な運営を図ることを目
的とする

部長、センター長、業務科
長、庶務課長、会計課長

１０ （会 計 課）

指名競争参加者選定委
員会及び随意契約審査
委員会

指名競争契約に参加する者の指名及び随意契約を行う
場合に開催し、審査することを目的とする

総務部長、会計課長、会計
課課長補佐（経理班担当）、
審査係長

４ （会計課施設管理
係）
建設工事契約及び
測量・建設コンサ
ルタント等契約
（会計課契約係）
建設工事契約及び
測量・建設コンサ
ルタント等契約以
外の契約

契約審査委員会 契約事務の適正な処理を図ることを目的とする （建設工事契約及び測量・
建設コンサルタント等契
約）
総務部長、会計課長、会計
課課長補佐（用度班担当）、
施設管理係長
（建設工事契約及び測量・
建設コンサルタント等契約
以外の契約）
総務部長、会計課長、会計
課課長補佐（用度班担当）、
契約係長

４ （会 計 課）

予算検討委員会 法人の予算の要求及び配分に関する検討を行い、もっ
て法人の研究効率の向上に資することを目的とする

総務部長、企画調整部長、
研究企画科長、会計課長、
予算係長

５ （会 計 課）

特定調達審査委員会 国の物品等の調達手続きの特例を定める政令の規程が
適用される物品等の調達に関する所要事項を審査し、
適正な予算の執行を図ることを目的とする

企画調整部長、総務部長、
会計課長、契約係長
（理事長の指名する若干名）

４ （会 計 課）

グリーン調達推進委員
会

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律に
定める環境物品等の調達の推進を図るための方針の作
成及び方針に基づく物品等の調達の推進を図ることを
目的とする

企画調整部長、総務部長 ２ （会 計 課）

毒物・劇物安全管理対
策委員会

毒物及び劇物の適切な管理の維持に必要な事項を審議
するほか、管理責任者及び使用者に対し、安全管理に
ついての改善措置等を行うことを目的とする

会計課長、研究企画科長、
業務科長、各研究部・セン
ター職員、必要に応じ衛生
管理者及び産業医

１０ （会 計 課）
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